
2020 年 10 月 26 日 

大阪ガス株式会社 

 

大阪ガス株式会社（社長：本荘 武宏）の子会社である Osaka Gas Australia Pty Ltd

（社長：大塚 洋、以下「OGA」）は、自社の特定子会社である、Osaka Gas Niugini Pty 

Ltd（社長：大塚 洋、以下「OGN」）の全株式を、Arran Energy Investments Pty Ltd

（社長： Michael McGowan、以下「アランエナジー社」）に譲渡することについて決議

しましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

1. 株式譲渡の理由 

OGN は、OGA が、パプアニューギニア独立国での石油・天然ガス開発事業を行うう

えで、当該事業に関わる資産を保有することを目的に設立した、当社の特定子会社

です。今般、当該事業に関心を持つアランエナジー社との協議の結果を踏まえ、当

該会社の全株式を譲渡することを決議しました。 

 

2. 株式譲渡する特定子会社の概要 

(１)名称 Osaka Gas Niugini Pty Ltd（大阪ガスニューギニ）  

(２)所在地 
Level 22, 108 St Georges Terrace, Perth, WA 6000, 

AUSTRALIA 

(３)代表者の役職・氏名 社長：大塚 洋 

(４)事業内容 石油及び天然ガスに関する開発、投資等 

(５)資本金 150,695 千米ドル（2019 年 12 月末） 

(６)設立年月日 2013 年 5 月 17 日 

(７)大株主及び持株比率 
Osaka Gas Australia Pty Ltd（大阪ガスオーストラリア） 

100% 

(８)当社と当該会社の関

係 

資本関係 当社は当該会社に間接的に 100％出資してい

ます。 

人的関係 当社は当該会社に取締役を派遣しています。 

取引関係 当社と当該会社との間には特筆すべき取引

関係はありません。 

(９)当該会社の直近の経営成績及び財務状態 

   決 算 期 2017 年 12 月期 2018 年 12 月期 2019 年 12 月期 

   純 資 産 3,391 千米ドル 2,560 千米ドル 1,992 千米ドル 

   総 資 産 18,403 千米ドル 14,627 千米ドル 14,070 千米ドル 

   売 上 高 0 千米ドル 0 千米ドル 0 千米ドル 

Osaka Gas Niugini Pty Ltd の株式譲渡について 



   営 業 損 益 ▲358 千米ドル ▲122 千米ドル ▲5 千米ドル 

   経 常 損 益 ▲2,195 千米ドル 112 千米ドル 244 千米ドル 

   当 期 純 損 益 ▲87,314千米ドル ▲831 千米ドル ▲568 千米ドル 

 

3. 株式譲渡先の概要 

(１)名称 Arran Energy Investments Pty Ltd（アランエナジー社）  

(２)所在地 147 Macquarie Street, MEREWETHER NSW 2291, AUSTRALIA 

(３)代表者の役職・氏名 社長： Michael McGowan 

(４)事業内容 オセアニア・アジアにおける上流事業 

(５)資本金 譲渡先の要望により非開示 

(６)設立年月日 2020 年 9 月 14 日 

(７)大株主及び持株比率 Michael McGowan 50%, Kathryn McGowan 50% 

(８)上場会社と当該会社

の関係 

資本関係 特筆すべき資本関係はありません。 

人的関係 特筆すべき人的関係はありません。 

取引関係 当該会社が保有するパプアニューギニア独

立国石油・天然ガス開発事業を共同で運営す

る企業です。 

 

4. 譲渡株式数、譲渡価格および譲渡前後の所有株式の状況 

(１)譲渡前の所有株式数 173,110,409 株（議決権の数：173,110,409 個、 

所有割合：100％） 

(２)譲渡株式数 173,110,409 株 

(３)譲渡後の所有株式数 0 株（所有割合：0.0％） 

※譲渡価格につきましては、譲渡相手先との譲渡契約における守秘義務を踏まえ、開

示を差し控えさせていただきます。当該価格については 2019 年 12 月 31 日時点の財務

諸表に基づき、譲渡相手先との交渉により決定しており、公正価格と認識しておりま

す。 

 

5. 株式譲渡の日程 

(１)決 定 日 2020 年 10 月 26 日 

(２)契約締結日 2020 年 10 月 26 日 

(３)譲渡実行日 2021 年 1 月（予定） 

          

6. 今後の見通し 

本件による、当社の当期連結業績に与える影響は軽微であります。 

本件が当期業績に与える影響につき、今後開示すべき内容が発生した場合には速や

かにお知らせいたします。 

 

以上  


